
第85期 報告書
2 0 2 5 年 4 月 1 日 ▶ ▶ 2 0 2 6 年 3 月 3 1 日

証券コード：5986本報告書は、環境保全のため、
植物油インクで印刷しています。

見やすく読みまちがえにくいユニ
バーサルデザインフォントを採用し
ています。

当社HPにおきましても最新のトピックスをはじめ、
様々な情報をご案内しております。

IR情報メール配信サービス

ホームページのご案内

https://www.molitec.co.jp/

Eメールアドレスをご登録頂いた皆様に
最新の当社IR情報をEメールでお知らせ
いたします。ご希望の方は、「IR情報」
からご登録ください。

●株主メモ
事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
期 末 配 当 金 受 領 株 主
確 定 日 毎年３月31日

定 時 株 主 総 会 毎年６月
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
TEL 0120-094-777（通話料無料）

〔受付時間9：00～17：00（土、日、祝祭日、年末年始を除く）〕
ホームページ https://www.tr.mufg.jp/daikou/

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所
公 告 方 法 電子公告により行います。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により
公告いたします。

（ご注意）
１.　�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管

理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せくだ
さい。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いができませんのでご注意ください。

２.　�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関と
なっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。
なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３.　�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行全国本支店でお支払いいたします。
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株主の皆様へ株主の皆様へ

営業の概況営業の概況

連結財務ハイライト Consolidated Financial Highlight

トップメッセージ Top Message

株主の皆様には、平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第85期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）の営業の概況を  

　ご報告申しあげます。
2026年６月

取締役社長　門　高司

0

60,000

20,000

40,000

（単位：百万円）

400

0

-400

800 （単位：百万円）

-600

0

-1,200

1,200

600

（単位：百万円）

30

0

-30

-60

60 （単位：円）

630

第85期
（2025年度）
（当期）

第85期
（2025年度）
（当期）

46.53

第84期
（2024年度）

第84期
（2024年度）

312 329

50,774 50,498

441
322

第81期
（2021年度）

第81期
（2021年度）

第83期
（2023年度）

第82期
（2022年度）

第83期
（2023年度）

第82期
（2022年度）

△704 △31.46

36,334

△4

第84期
（2024年度）

第81期
（2021年度）
第81期

（2021年度）
第83期

（2023年度）
第83期

（2023年度）
第82期

（2022年度）

第84期
（2024年度）

第81期
（2021年度）

第83期
（2023年度）

第82期
（2022年度）

第80期
（2020年度）

△329

27,564
287

254 11.35

●売上高 ●経常利益

●親会社株主に帰属する当期純利益 ●１株当たり当期純利益

13.94 14.70

第85期
（2025年度）
（当期）

48,192

第85期
（2025年度）
（当期）

1,042

0

60,000

20,000

40,000

（単位：百万円）

400

0

-400

800 （単位：百万円）

-600

0

-1,200

1,200

600

（単位：百万円）

30

0

-30

-60

60 （単位：円）

630

第85期
（2025年度）
（当期）

第85期
（2025年度）
（当期）

46.53

第84期
（2024年度）

第84期
（2024年度）

312 329

50,774 50,498

441
322

第81期
（2021年度）

第81期
（2021年度）

第83期
（2023年度）

第82期
（2022年度）

第83期
（2023年度）

第82期
（2022年度）

△704 △31.46

36,334

△4

第84期
（2024年度）

第81期
（2021年度）
第81期

（2021年度）
第83期

（2023年度）
第83期

（2023年度）
第82期

（2022年度）

第84期
（2024年度）

第81期
（2021年度）

第83期
（2023年度）

第82期
（2022年度）

第80期
（2020年度）

△329

27,564
287

254 11.35

●売上高 ●経常利益

●親会社株主に帰属する当期純利益 ●１株当たり当期純利益

13.94 14.70

第85期
（2025年度）
（当期）

48,192

第85期
（2025年度）
（当期）

1,042

営 業 の 経 過 及 び 成 果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等もあり、景気は緩やかに回復の動きが見られたものの、本年２月に発

生した中東における地政学的リスクの高まりや金融資本市場の変動、米国の通商政策をめぐる動向等、景気の見通しは依然として先行き
不透明な状況で推移いたしました。

このような状況の下、自動車関連分野および家電分野を中心とした需要を取り込みつつ、高付加価値製品の拡販、生産性向上およびコ
スト削減に取り組んでまいりました。また、原材料価格やエネルギーコストの上昇に対しては販売価格への転嫁を進めるとともに、歩留
まり改善等により収益性の確保に努めました。

この結果、当連結会計年度の売上高は481億9千2百万円と前連結会計年度比4.6％減少しましたが、営業利益につきましては4億4千4
百万円と前連結会計年度比12.1％増加しました。経常利益は6億3千万円と前連結会計年度比95.4％増加し、親会社株主に帰属する当期純
利益につきましては10億4千2百万円と前連結会計年度比216.5％の増加となりました。

セグメント別の売上高、営業利益につきましては、特殊帯鋼、普通鋼等を販売しております商事部門は、主力顧客の自動車向けや家電
需要の調整が続き、半導体需要も弱含みで推移したこと等により、売上高は334億6千2百万円と前連結会計年度比7.8％減少し、セグメ
ント利益（営業利益）は、一部商品でスプレッドが好調な局面もあったものの、減収による影響を補うには至らず、4億3百万円と前連結会
計年度比1.1％の減少となりました。

焼入鋼帯、鈑金加工品を製造販売しております焼入鋼帯部門、鈑金加工品部門では、焼入鋼帯部門につきましては、売上高は15億9千9
百万円と前連結会計年度比5.5％増加し、セグメント利益（営業利益）は1億3千5百万円と前連結会計年度比3.9％の増加となりました。鈑
金加工品部門につきましては、農業機械向けの需要が堅調に推移したことから、売上高は73億6千万円と前連結会計年度比2.6％増加しま
したが、一部製品在庫の収益性見直しを実施したことから、セグメント利益（営業利益）は4億9千9百万円と前連結会計年度比22.5％の減
少となりました。

また、海外事業につきましては、新規部品の受注拡大等により、売上高は57億7千万円と前連結会計年度比4.6％増加し、生産効率の向
上や品質の改善が進んだこと等により、セグメント利益（営業利益）は3億円と前連結会計年度比277.3％の増加となりました。

今 後 当 社 グ ル ー プ が 対 処 す べ き 課 題
わが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に緩やかな回復が期待される一方、海外景気の減速、原材料・エネルギー価格の高騰、為替変動、地政学リスクなど、不透明

な状況が継続しております。加えて、特に当社の主要顧客である自動車産業は100年に一度の大変革期を迎えており、電動化・電子化の進展により、内燃機関（ICE）関連部品
の需要は中長期的に減少する見通しであり、当社の売上構成に直接的な影響を及ぼす可能性があります。

当社グループにおいても、自動車向け売上の割合が高く、特に当社単体では売上の約7割がICE関連部品であることから、将来的にICE関連部品の需要減少が進んだ場合、
当社単体の売上が3割程度減少するリスクを認識しております。また、熟練技能者の高齢化や在庫管理の属人化など、内部的な生産性向上に向けた構造的課題も存在してお
ります。

このような環境のもと、当社は以下の課題に重点的に取り組んでまいります。
①　収益力の改善

�鋼材価格・電力費等の上昇分の価格転嫁が途上であり、収益性の改善が喫緊の課題となっております。高付加価値製品の拡販、原価低減活動、在庫回転期間の短縮等によ
り、売上高利益率の改善を図ります。

②　事業ポートフォリオの転換
ICE依存からの脱却に向け、EV関連部品、非鉄加工、精密加工など重点6分野への事業展開を加速し、売上構成の転換を進めます。

③　市場での競争力強化
焼入鋼帯・ベーナイト・ゼンマイの拡販、既存顧客深耕、新規顧客開拓を進め、売上の拡大を図ります。

④　人的資本の強化
経営戦略の実行に不可欠な人材として、豊富な商品知識を有し市場で活躍できる人材、電気工学リテラシーを有し新製品開発に貢献できる人材の育成・採用を進めます。

⑤　サステナビリティ経営の推進
��気候変動対応、人権尊重、コンプライアンス強化等のESG課題に取り組み、企業価値向上を図ります。

　�なお、自動車産業におけるBEV（バッテリー式電気自動車）化の進展については一部で鈍化が見られるものの、中長期的には電動化の方向性に変化はなく、当社の主要顧客
領域においても構造転換が継続すると見込まれます。当社は、重点6分野およびEV関連事業への経営資源配分を強化し、ICE関連売上の減少リスクに対応してまいります。

当社の経営戦略は以下のとおりであります。
�当社は、ICE関連部品への依存度を段階的に低減しつつ、①高付加価値製品の拡販、②重点6分野(グローブ加工、精密加工、非鉄加工、絞り加工、板鍛造加工、接合加工)への
展開、③EV関連事業の強化、④DXによる在庫削減を成長ドライバーとする事業ポートフォリオへの転換を進め、ROE8％の達成を目指しております。

①　高付加価値製品の拡販
�焼入鋼帯、ベーナイト、ゼンマイ等の高付加価値品目の販売強化により、収益性の向上を図ります。これらの高付加価値製品については、既存顧客の深耕および新規顧客
開拓を通じ、4年間で売上規模を6倍程度に拡大することを目標としています。

②　重点6分野への展開
�グローブ加工、精密加工、非鉄加工、絞り加工、板鍛造加工、接合加工の6分野において、2027年3月から順次市場投入を進め、事業構造の転換を図ります。重点6分野は、
当社の既存技術（焼入鋼帯・精密加工・非鉄加工）との親和性が高く、かつEV化・自動化の進展により市場拡大が見込まれる領域であり、当社の競争優位性を発揮しやす
い分野として選定しております。

③　EV関連事業の強化
EV充電器の普通充電器、DC充電器、機械式駐車設備向け製品等の開発を進め、2030年に向けた市場拡大に対応します。

④　DXによる在庫削減
生産基幹システムフル活用による生産計画・進捗管理の精緻化により、2030年3月までに在庫回転期間を20％短縮することを目標とします。

なお、当社は中期経営計画（2027年3月期～2030年3月期）において、2030年3月期に営業利益18億円、ROE8％の達成を経営目標としております。この目標は、高付加価
値製品の拡販、重点6分野の事業化、EV関連事業の強化、DXによる在庫回転期間20％短縮を成長ドライバーとし、事業ポートフォリオの転換と収益性向上を図ることで実
現を目指すものです。また、2030年3月期の営業利益18億円の内訳として、当社単体10億円、国内グループ会社4億円、海外グループ会社4億円を計画しております。
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010_0838601302606.indd   1-2010_0838601302606.indd   1-2 2026/06/11   14:59:332026/06/11   14:59:33



部門別の概況

部門別売 上高構成比

69.4％

15.3％

12.0％
3.3％

区　　分　 売上高（百万円）

商事部門 33,462

鈑金加工品部門 7,360

海外事業 5,770

焼入鋼帯部門 1,599

合　　計 48,192

売上高 1,599百万円

売上高 33,462百万円

Segment Information

みがき特殊帯鋼 ステンレス鋼帯

焼入鋼帯部門

取扱製品
・焼入鋼帯　　・ベーナイト鋼帯　　・ゼンマイ

商事部門

取扱商品
・みがき特殊帯鋼　・熱間圧延鋼帯　・みがき帯鋼　・冷間圧延鋼帯
・ステンレス鋼帯　・ばね用ステンレス鋼帯　・表面処理鋼板　・普通鋼

焼入鋼帯 ゼンマイ

家電部品 コードリール

農業機械部品 オーガ

自動車部品 CVT部品

鈑金加工品部門

取扱製品
・自動車用機能部品　・家電用精密部品　・農業機械用モジュール部品
・EV/PHEV用普通充電器　・コードリール　・金型　・各種アッセンブリ製品

売上高 7,360百万円

海外事業
売上高 5,770百万円

3 4

　当社取扱商品は自動車部品、家電
関係、半導体製造装置をはじめ、 
多様な用途に使用されています。

鋼材スリット加工
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連結財務諸表

連結貸借対照表

科　　　目 前連結会計年度
（2025年3月31日現在）

当連結会計年度
（2026年3月31日現在）

資産の部

流動資産 26,362,167 24,696,439

固定資産 10,163,255 10,460,073

有形固定資産 6,643,514 6,556,390

無形固定資産 291,475 268,840

投資その他の資産 3,228,265 3,634,842

資産合計 36,525,423 35,156,513

負債の部

流動負債 18,949,595 15,783,302

固定負債 2,964,811 3,158,007

負債合計 21,914,407 18,941,310

純資産の部   

株主資本 12,106,628 13,059,499

資本金 1,848,846 1,848,846

資本剰余金 1,476,446 1,476,446

利益剰余金 8,822,524 9,775,417

自己株式 △ 41,188 △ 41,210

その他の包括利益累計額 2,434,526 3,081,227

その他有価証券評価差額金 1,173,906 1,445,260

為替換算調整勘定 1,095,667 1,404,596

退職給付に係る調整累計額 164,952 231,371

非支配株主持分 69,860 74,475

純資産合計 14,611,016 16,215,202

負債純資産合計 36,525,423 35,156,513

（単位：千円）
　　　　資産合計
当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末
より13億6千8百万円減少し、351億5千6百万円となり
ました。
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　　　　純資産合計
純資産の残高は、主に利益剰余金の増加により162億1
千5百万円（前連結会計年度末比16億4百万円増加）とな
りました。
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　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー
当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金
等調整前当期純利益を13億9千7百万円、非資金項目である減価償
却費7億6千万円を計上したほか、売上債権の減少12億1千3百万
円、仕入債務の減少24億1千8百万円、法人税等の支払い1億6千9
百万円、棚卸資産の減少10億4千6百万円等により、9億3千7百万
円の資金増加となりました。

Point③

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー
当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資
産の取得による支出4億5百万円、投資有価証券の売却による収入8
億3千8百万円等により、4億4千2百万円の資金増加となりました。

Point④

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期
借入金の返済による支出10億8千万円、長期借入れによる収入6億
円、長期借入金の返済による支出6億9千3百万円、配当金の支払い
8千9百万円等により、13億4千4百万円の資金減少となりました。

Point⑤

連結損益計算書
（単位：千円） （単位：千円）

科　　　目
前連結会計年度
自 2024年4月 1 日
至 2025年3月31日

当連結会計年度
自 2025年4月 1 日
至 2026年3月31日

売上高 50,498,662 48,192,811

売上原価 45,723,380 43,290,923

売上総利益 4,775,281 4,901,888

販売費及び一般管理費 4,378,554 4,457,219

営業利益 396,727 444,669

営業外収益 227,324 263,042

営業外費用 301,442 77,421

経常利益 322,608 630,290

特別利益 264,670 769,124

特別損失 14,243 2,096

税金等調整前当期純利益 573,035 1,397,318

法人税、住民税及び事業税 161,148 305,270

法人税等調整額 81,278 48,058

当期純利益 330,608 1,043,989

非支配株主に帰属する
当期純利益 1,237 1,478

親会社株主に帰属する
当期純利益 329,370 1,042,510

(� ) (� )

連結キャッシュ・フロー計算書

科　　　目
前連結会計年度
自 2024年4月 1 日
至 2025年3月31日

当連結会計年度
自 2025年4月 1 日
至 2026年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,759,225 937,911

投資活動によるキャッシュ・フロー 31,466 442,401

財務活動によるキャッシュ・フロー 696,854 △ 1,344,793

現金及び現金同等物に係る換算差額 191,491 80,826

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 839,412 116,345

現金及び現金同等物の期首残高 5,639,336 4,799,923

現金及び現金同等物の期末残高 4,799,923 4,916,268

(� ) (� )
Point③

Point④

Point⑤

Consolidated Financial Statements

5 6

010_0838601302606.indd   5-6010_0838601302606.indd   5-6 2026/06/11   14:59:362026/06/11   14:59:36



Environment Activities環境への取組み

　当社は、再生可能エネルギーの導入を積極的に進めており、三重大
山田工場では2015年度に太陽光発電設備の設置を開始し2025年度に
は第4期設置を完了しております。また宇都宮工場では、第１期設置が
完了しました。
　これらの取り組みにより、工場の電力消費に占める再生可能エネル
ギーの発電比率（年度平均）は、前年度の5.6％から2025年度には
9.3％へと大きく向上しました（前年度比71%増）。さらに、2025年
度末では9.6%に達しております。

3　　再生可能エネルギー導入およびCO2排出量の推移
■ 再生可能エネルギーの導入状況

設置 導入年度 システム容量
（kW）

年間発電量
（MWh）

三
重
大
山
田
工
場

第1期 2015 212 209
第2期 2018 470 503
第3期 2022 380 349
第4期 2025 392 435

小計 1,454 1,496
宇都宮工場第1期 2025 187 169

合計 1,641 1,665

ISO14001（環境マネジメントシステム国際規格）認証取得
三重大山田工場　　取　得　日：2002年5月10日	
宇都宮工場　　　　取　得　日：2004年6月25日
本社・営業部門　　取　得　日：2006年4月28日

2　　環境へ配慮した製品

ジュタワン・モリテック（タイランド）株式会社
　　　　　　　　　取　得　日：2007年1月16日

　モリテックスチール株式会社は、環境保全への取り組みを経営上の重点課題の一つと位置づけ、環境負荷低減に努めるとともに、環境保全
に配慮した製品を提供します。また法令遵守はもとより、環境教育の強化を図ることによって「持続可能な社会の実現」に貢献し、長期的かつ
グローバルな視点で環境保全活動に取り組みます。

1　　環境方針

室内物干し
「ルームハンガー」

EV/PHEV用 6kW普通充電器

産業用普通充電器MEVS-100と拡張ゲートウェイMEVG-01を新たにリリースしました。現在、お取引先企業様に設置いただいております。
※ゲートウェイを追加してクラウドサーバに接続することで、認証や予約などの充電サービスと連携させることが可能です。

「壁掛けタイプ
MEVS-05」

「自動巻き取りタイプ
MEVS-06」

「産業用普通充電器 
MEVS-100」

「拡張ゲートウェイ
MEVG-01」※

16,000
14,000
12,000
10,000
8,000
6,000
4,000
2,000

0

10.0
9.0

（MWh） （％）

5.0
4.0
3.0
2.0

8.0
7.0
6.0

0.0
1.0

2022年度2021年度2018年度 2020年度2019年度

再生可能エネルギー発電消費量比率購入電力消費量 太陽光発電消費量

2023年度 2024年度

344
14,068

13,724

13,329

12,822

11,524

11,048

13,707

13,173

13,489

12,651

12,412

11,690

12,662

11,956

507
476

534 837 722 706 1,209

11,739

2025年度

5.65.86.2
3.94.13.8

2.4

9.39.3
12,94812,948

第2期運用
2018年7月開始

第3期運用
2022年1月開始

第1期運用
2015年6月開始

第4期運用
2025年8月開始

計画期間 脱炭素社会へCO2排出量算定：製造部門におけるScope1とScope2が対象

【2030年度目標】
対2013年度比

▲46%

37％削減

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

100

80
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（ｔ-CO2）
（％）
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0
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2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

ソーラーカーポート
導入等を計画

⇒2028年度末に
目標達成見込み

【中間目標】
2035年度 ▲60%
2040年度 ▲73%

■ 電力消費に対する再生可能エネルギーの発電比率 ■ CO2排出量の推移

4　　製造部門における産業廃棄物排出量
■ 産業廃棄物の適正処理
　2025年度の産業廃棄物排出量は239tで、前年度と同程度となりまし
た。内訳として、汚泥は前年度比26％増となりましたが、これは2024
年度に予定していたバレル研磨設備の清掃を翌年度に実施したことによる
ものです。一方で、廃プラスチックは前年度比10％減となりました。昨
年度から取り組んでいる梱包材のリサイクル化を継続的に推進した結果で
す。また廃油も前年度比5％減となっており、更液頻度の見直しによる削
減効果が現れています。
　今後も廃棄物の種類や処理方法に応じた分別管理や梱包材等のリサイ
クル及び有害廃棄物の管理を徹底し、産業廃棄物排出量の削減に努めて
まいります。

0

100

200

300

400
（t） 産業廃棄物排出量の推移

その他汚泥廃プラスチック廃油
2025年度2023年度 2024年度2022年度

157221

30

34
27

57

25

15

239

149

27
34
29
239

186

56

57
30
329327

　当社では日本政府の目標に準じて、2030年度までにCO₂排出量を46％削減し、2050年度までにカーボンニュートラルの実現を目指し
ております。2025年度のCO₂排出量については、年次削減目標を達成できる見込みであり、順調に推移しております。
　今後も引き続き、再生可能エネルギーの導入や省エネルギー活動に努め、CO₂排出量削減に取り組んでまいります。

■ 三重大山田工場 ■ 宇都宮工場

7 8

010_0838601302606.indd   7-8010_0838601302606.indd   7-8 2026/06/11   14:59:392026/06/11   14:59:39



Corporate Data会社情報（2026年3月31日現在）

■ 事業所所在地

Global Networkグローバルネットワーク

当社グループは、海外市場における需要家ニーズへの迅速な対応と、新規需要開拓を積極的に推進するために海外拠
点の生産体制、販売体制を強化し、グローバル展開を推進しております。

上海摩立特克鋼鉄商貿有限公司
中華人民共和国　上海市

上海摩立特克鋼鉄商貿有限公司 広州分公司
中華人民共和国　広州市

●…生産拠点
●…販売拠点

Juthawan Molitec （Thailand） Co.,Ltd.
タイ王国　チョンブリ県

Molitec Steel Mexico,S.A.de C.V.
メキシコ合衆国　アグアスカリエンテス州

PT. Molitec Steel Indonesia
インドネシア共和国　ジャカルタ市Molitec Steel Co., Ltd. India Representative Office

（インド駐在員事務所）
インド共和国　ムンバイ市

Molitec Steel （Vietnam） Co., Ltd.
ベトナム社会主義共和国　ハノイ市

◎ 	本社：大阪市
 ●	 販売拠点：�北海道営業所、東北営業所、東京支店、名古屋支店、

本社営業部、海外事業部、広島営業所
 ●	 生産拠点：宇都宮工場、三重大山田工場
 ●	 開発拠点：けいはんなR&Dセンター

国内拠点

 ●	 日輪鋼業株式会社
 ●	 中川産業株式会社、株式会社サンド

国内子会社

［けいはんなR&Dセンター］

中川産業株式会社

けいはんなR&Dセンター

宇都宮工場

三重大山田工場
9 10
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株主アンケート結果報告
　第85期 中間報告書（2025年12月5日発送）ご送付の際、実施させていただきました株主アンケートでは、多数の皆様
にご回答を頂きまして誠にありがとうございました。

トピックス

設問例 3 当社へのご意見・ご要望等がございましたら、ぜひお聞かせください。

設問例 2

設問例 1

当社に関して、もっと知りたい情報をお聞かせください。（いくつでも）

当社株式の今後の保有方針をお聞かせください。（1つだけ）

Q

Q

Q
● モリテックスチールを世間にもっと知って欲しい。
　 （50代 女性）
● �今、紙の報告書はだんだん無くなっていますが年輩

の人は、パソコン、スマートフォンをあまり見ません
のでこのまま紙でいただけるとありがたいです。

（70代 男性）

● �世界情勢に影響されにくい、経営戦略を進めていただ
きたい。

　 たとえば、自社製品開発に重点を置く。（70代 男性）
● 自動車の部品として安定して売り上げが見込まれる。
　 �安心できるが、たくさんの魅力ある商品をもっと売り出

していってほしい。（40代 女性）
● 企業価値向上に前向きに取り組んで欲しい。
　 （70代 男性）

アンケートの結果を真摯に受け止め、皆様のご期待に沿えるよう今後とも成長してまいります。

Topics

株主還元方針
21%

業界における当社の優位性・
競合状況
8%

経営方針・理念
7%

その他
1%

サステナビリティへの取り組み
2％ 業界の動向

6%

業績・財務情報
9%

新技術・新製品について 
20%

今後の成長戦略
26％

長期保有（5年以上）
55%

中期保有（2～4年程度）
21%

売却予定・売却済み
10%

短期保有（1年程度）
3%

買い増し
11%
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Stock Information株式情報（2026年3月31日現在）

■ 株式の状況■ 株式の状況

■ 大株主の状況

■ 株価推移表

株主名 持株数 持株比率
千株 ％

日本製鉄株式会社 2,244 10.02
日本生命保険相互会社 1,270 5.67
株式会社三菱UFJ銀行 970 4.33
株式会社関西みらい銀行 960 4.29
水元　公仁 630 2.81
大同生命保険株式会社 600 2.68
森　浩之 513 2.29
榎本　里司 502 2.24
森　泰之 424 1.89
モリテックスチール従業員
持株会 379 1.69

発行可能株式総数� 50,000,000株
発行済株式の総数� 22,404,271株

（自己株式153,792株を除く。）
単元株式数� 100株
株主数� 8,836名

0

400
株価（円）

0

24,000
出来高（千株）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
2026年2025年

12月 1月 2月 3月

12,000

18,000

6,000

300

200

100

（注）	持株比率は自己株式（153,792株）を控除して計算しております。

■ 1株当たり年間配当金（円）　配当性向の推移（％）

12.00

3.00 4.004.00

35.2 ― 28.7

4.00

27.2 25.8

2025年
３月期

2022年
３月期

2023年
３月期

2024年
３月期

2026年
３月期

0

24

12

0

40

20

配当性向(％)1株当たり
年間配当金

（円）

株式数構成比 外国法人等
153,269株
0.68%

個人・その他
14,042,828株
62.25%

その他
国内法人
3,555,466株
15.76%

金融機関
4,258,380株
18.88%

金融商品取引業者
394,328株
1.75%

自己名義
153,792株
0.68%

株主数構成比

合　計合　計合　計
22,558,063株
合　計

22,558,063株

金融商品取引業者
23名
0.26% 金融機関

7名
0.07%

外国法人等
33名
0.37% 自己名義

1名
0.01％

その他国内法人
63名
0.71%

個人・その他
8,709名
98.56%

合　計
8,836名
合　計
8,836名

株式数構成比 外国法人等
153,269株
0.68%

個人・その他
14,042,828株
62.25%

その他
国内法人
3,555,466株
15.76%

金融機関
4,258,380株
18.88%

金融商品取引業者
394,328株
1.75%

自己名義
153,792株
0.68%

株主数構成比

合　計合　計合　計
22,558,063株
合　計

22,558,063株

金融商品取引業者
23名
0.26% 金融機関

7名
0.07%

外国法人等
33名
0.37% 自己名義

1名
0.01％

その他国内法人
63名
0.71%

個人・その他
8,709名
98.56%

合　計
8,836名
合　計
8,836名

■ 会社概要 ■ 役員
商　号　　モリテックスチール株式会社

創　業　　1943年5月

設　立　　1950年11月

資本金　　18億4,884万円

従業員　　727名(連結)

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ） 門 　 　 高 司

常 務 取 締 役
執 行 役 員 岩 崎 　 泰 治

取 締 役
上 席 執 行 役 員 大 川 　 良 太

取 締 役
上 席 執 行 役 員 田 中 　 正 三

取 締 役
上 席 執 行 役 員 坂 手 　 恵 志

取 締 役
監 査 等 委 員 内 山 　 良 成

取 締 役（ 社 外 ）
監 査 等 委 員 阪 口 　 　 誠

取 締 役（ 社 外 ）
監 査 等 委 員 藤 谷 　 和 憲

取 締 役（ 社 外 ）
監 査 等 委 員 谷 野 砂 矢 香

会社情報（2026年3月31日現在） Corporate Data
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